
平成３１年度
（公社）鹿児島県測量設計業協会 災害対応研修会

九州地方整備局管内における
災害対応について

平成３１年４月１６日

九州地方整備局 川内川河川事務所長



現在は、川内川河川事務所長（Ｈ３０～）
前職は、九州地方整備局 総括防災調整官
Ｈ２８年度：熊本地震
Ｈ２９年度：九州北部豪雨

九州地方整備局 １０Ｆ会議室 1



１．平成30年度の災害対応



１-1．中津市土砂災害

発生日時：平成30年04月11日(水）未明※
※03:48 現地消防覚知

発生場所：大分県中津市耶馬溪町
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発生日時 ：４月11日 午前3時50分頃
場所 ：大分県中津市耶馬溪町金吉（かなよし）

被害状況 ：土砂崩れにより民家４軒が被災、住民６名（死者６名）
市道床波山浦線、茸木飛瀬線、県道平原耶馬溪線通行止め

避難情報 ：近隣地区に避難勧告（最大10世帯26名、5世帯13名継続中）

大分県中津市耶馬溪町金吉で発生した土砂災害

平成30年6月11日(月)現在

なかつし やばけいまち かなよし
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幅約200m

斜面長約250m

大分県

土砂災害発生箇所



○ ４月１１日(水) 九州地整の防災ヘリ「はるかぜ」で中津市耶馬溪町の被災現場を上空から調査し、
被災した自治体にリアルタイムで情報を提供。上空からの映像で土砂崩れ、被災状況を確認。

九州地整が保有する防災ヘリ「はるかぜ」からの上空調査
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○ ４月１１日（水） 九州地⽅整備局は、安全な捜索活動の支援を行うため、中津市耶馬溪町にTEC-
FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣。

TEC -FORCEを被災地へ速やかに派遣
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○ ４月１１日（水） 大分県中津市で発生した土砂崩れ箇所の調査を行うため、九州地⽅整備局TEC-
FORCEのドローン飛行部隊を現地に派遣。調査画像は、ＳＮＳ(YouTube)を活用して配信。

TEC –FORCEのドローン飛行部隊を投入

現地空撮
調整官

操縦者監視者
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○ ４月１１日（水）～ 崩落の原因究明と安全な捜索活動の助言を行うため、土砂災害専門家や TEC-
DOCTOR(九州大学大学院 安福教授、三谷教授、水野准教授)を派遣し、現地調査を実施。
調査結果を中津市長に説明するとともに、記者会見により調査結果の説明を実施。

土砂災害専門家（TEC –FORCE）、TEC –DOCTORによる現地調査
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○ ４月１１日（水）～ 現場の捜索活動を支援するため、照明車、遠隔操縦式バックホウ、衛生通信
車等を迅速に現地投入し支援を実施。

九州地方整備局が保有する災害対策機械の派遣
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○４月１３日（金）～ 九州地⽅整備局は、自衛隊等のバックホウと連携し、遠隔操縦式バックホウ
（危険を伴う箇所では遠隔で操縦）を現地に投入し捜索活動の支援を行っています。

遠隔操縦式バックホウによる支援
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１-２．平成30年7月豪雨
（西日本豪雨）
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発生日時：平成30年07月05日（木）～



○ H30.7.5（木）から7.7（土）にかけ、梅雨前線の活発な活動により九州の広範囲に強い雨域
が発生し、多くの雨量観測所で観測史上最多の日雨量を観測する大雨となった。

※本資料の数値は速報値及び暫定値であるため、今後の調査で変わる可能性がある。

7/5 6:00～7/7 12:00累積レーダ雨量
（統一河川情報システムより作成した図を加工し、氾濫危険水位を超過した水系を黒色標記）

球磨川

遠賀川

山国川

筑後川

松浦川

六角川

嘉瀬川

菊池川

天気図（ 7月6日12時頃、気象庁HPより）

平成30年7月豪雨 九州管内の降雨の概要
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■河川出水状況（直轄河川）

九州地方整備局管内の直轄管理河川の出水状況

○ 広範囲にわたる大雨の結果、九州内２０の一級水系のうち、８水系で氾濫危険水位を超過し、
遠賀川、筑後川両水系では９つの水位観測所で観測史上最高水位を観測。

レベル４（氾濫危険水位超過）：８河川

・遠賀川、筑後川、山国川、松浦川、六角川、
嘉瀬川、菊池川、球磨川
※現在水位は、水防団待機水位以下まで降下
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大分川ダム

耶馬溪ダム

竜門ダム 下筌ダム

松原ダム

【平成30年7月8日22時時点】

※本資料の数値は速報値及び暫定値であるため、
今後の調査で変わる可能性がある。

凡例

レベル４（氾濫危険水位超過）

防災操作実施ダム（直轄）
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○ H30.7.6（金）九州地⽅整備局管内で、河川の計画高水位超過や土砂崩落による通行止めが
発生。

○ 九州地⽅整備局 災害対策本部は、H30.7.6（金）6：50に非常体制（風水害）を発令。

記録的な大雨に対して非常体制を発令
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○ H30.7.7（土） 九州地整の防災ヘリ「はるかぜ」で、被災後直ちに福岡県・佐賀県の上空
を調査。調査映像は災害対策本部だけでなく、関係自治体にもリアルタイムで情報を提供。

九州地方整備局が保有する防災ヘリ「はるかぜ」から上空調査
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○ H30.7.6（金）～ 状況を的確に把握し、２４時間の復旧作業を可能とするため、照明車、
衛星通信車等の災害対策用機械を迅速に現地投入し支援を実施。

九州地方整備局が保有する災害対策用機械を被災現場へ派遣
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○ H30.7.13（金）河川護岸が被災した松浦川水系徳須恵川で、早期復旧に向け24時間体制で応
急復旧工事を進め、7月13日に応急復旧が完了。これにより国道202号の通行が7日ぶりに再開。

被災した河川護岸の応急復旧が完了（佐賀県唐津市松浦川水系徳須恵川）
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○ H30.7.12（木）国道201号飯塚市二保（筑豊緑地前交差点付近）で発生した法面崩壊現場に
おいて、地元建設業者の協力を得て24時間体制で復旧工事を行い、6日ぶりに全面通行止めを
解除。

国道201号の法面崩壊と復旧（福岡県飯塚市）
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○ 平成30年7月豪雨による災害発生直後から、地域の守り手である地元建設業者が、過酷な作業
環境の中、被害拡大防止及び早期復旧のため、土砂撤去や護岸復旧など昼夜を問わず現場作
業に取り組んだ。

平成30年7月豪雨災害からの早期復旧に向けた地元建設業者の取り組み
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有明海・八代海において大量の漂流物を回収（船舶の安全を確保）

○ H30.7.9（月）～7.17（火）航行する船舶の安全確保ため、海洋環境整備船「海輝」「海煌」
により、漁業者及び（一社）日本埋立浚渫協会と連携して有明海・八代海に流出した大量の
流木等を回収。

かいき かいこう
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２．九州の自然災害特性
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九州地方整備局
九州の自然災害特性 ＜台風・豪雨・火山噴火＞
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全国平均

九州全体

■地域別台風上陸回数（H4～H28）

■降水量（年平均降水量）

全国
平均

全国平均
約1.3倍

1,690 2,250

九州
全体
平均

※出典：平成28年度日本の水資源の現況（1981～2010年の平均値）

（mm）

■活発な火山活動

0 5 10 15 20 25 30 35

新燃岳噴火状況（H29.10.11撮影)

・噴火警戒レベル２以上の火山は

LV.3
桜島

LV.2
吾妻山

全国7火口（6火山）のうち

5火口（4火山）が九州

（H30.10.1現在）

※参考 LV.（レベル）３（入山規制）

LV.（レベル）２（火口周辺規制）

LV.３
口永良部島

LV.2
草津白根山

LV.2 霧島山
・新燃岳
・えびの高原（硫黄山）周辺

LV.2
諏訪之瀬島
（鹿児島県）
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九州地方整備局
九州の自然災害特性 ＜火山噴火＞

▲活火山

くじゅうさん

九重山 【レベル１（活火山であることに留意）】
あそさん

阿蘇山 【レベル１（活火山であることに留意）】
うんぜんだけ

雲仙岳 【レベル１ （活火山であることに留意） 】
きりしまやま いおうやま

霧島山 【えびの高原（硫黄山）周辺レベル2（火口周辺規制）】
しんもえだけ

【新燃岳レベル２（火口周辺規制）】
おはち

【御鉢 レベル１（活火山であることに留意）】
さくらじま

桜島 【レベル３（入山規制）】
さつまいおうじま

薩摩硫黄島 【レベル１ （活火山であることに留意） 】
くちのえらぶじま

口永良部島 【レベル３（入山規制）】
すわのせじま

諏訪之瀬島 【レベル２（火口周辺規制）】

九州地方 －火山噴火警戒レベル－ 全国１１１の活火山のうち１７（約２割）の活火山が九州に存在

※全国のレベル２以上は６火山、うち九州が ５火口（４火山）

桜島噴火状況（H25.8.18撮影)

（H30.6.28時点）

口永良部島（Ｈ２７．５．２９気象庁カメラ）

H30.8.29引き下げ

平成28年10月9日撮影
阿蘇山

平成28年10月11日撮影

新燃岳

平成29年10月11日撮影

H30.6.28引き下げ

H29.2.7引き下げ

H30.5.1引き下げ

H28.2.5引き上げ

H19.12.1引き上げ
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九州地方整備局
九州の多様な災害リスク ＜短時間の大雨＞

我が国における短時間強雨の増加傾向は、地球温暖化が関連している可能性が指摘されているが、観測期間が
短いことから、地球温暖化との関連性をより確実に評価するためには今後のさらなるデータの蓄積が必要。

約1.4倍に増加近年、非常に激しい雨が増加傾向
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九州地方整備局
九州の自然災害特性 ＜豪雨・台風災害＞

H17.9大淀川（宮崎市富吉地区）

H19.7国道445号（下益城郡美里町）

H15.7御笠川（福岡市博多区）） H16.8大淀川（都城市）

H18.7川内川（さつま町宮之城） H21.7遠賀川（鞍手郡小竹町）

② ③

⑤ ⑥

⑧ ⑩⑨

H24.7矢部川（柳川市大和町六合地区）H24.7白川（熊本市北区龍田陣内地区） H24.7山国川（中津市本耶馬渓町）H24.7花月川（日田市三和地区）

⑦

①

④

凡 例

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成21年度

平成24年度

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
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九州地方整備局
九州の自然災害特性 ＜平成29年度 豪雨・台風災害＞

② ③

⑤ ⑥

⑧ ⑩⑨

②台風１８号平成２９年度 豪雨・台風

②

凡 例

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成21年度

平成24年度
平成２９年度

③

①

③台風２２号①九州北部豪雨
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九州地方整備局川内川の歴史は洪水の歴史（昭和の時代までは２年に１回発生）

薩摩川内市（旧東郷町）

昭和29年8月洪水
■流域全体にわたって家屋浸水が発生

出水被害
家屋全・半壊・流失

8,578戸
床上浸水 2,102戸
床下浸水 10,236戸

昭和47年7月6日洪水
■流域内各地で氾濫、内水被害による家屋浸水が発生、特に宮之城、鶴田

地区は家屋流失等の甚大な被害が発生

川内

薩摩川内市

さつま町

大口市
菱刈町

湧水町

えびの市

S47.7.6洪水

：浸水区域 さつま町(旧宮之城町)湯田地区

出水被害
家屋全・半壊・流失

472戸
床上浸水 695戸
床下浸水 1,339戸

平成5年8月1日洪水
■上流を中心に流域全体で内水被害による家屋浸水が発生

薩摩川内市街部

湧水町（旧吉松町）
出水被害
床上浸水 170戸
床下浸水 423戸

さつま町虎居地区

平成18年7月19日洪水
■川内川流域の全水位観測所15箇所のうち11箇所で観測史上最高水位を観測
し、全域で甚大な被害が発生【既往最大】

出水被害
家屋全・半壊 32戸
床上浸水 1,848戸
床下浸水 499戸
死者・行方不明者 2人

薩摩川内市南瀬地区

表－川内川の著名洪水

西暦 年月日 洪水原因 川内水位

○1906 明治39年6月21日 豪 雨 6.85m

○1943 昭和18年9月20日 台 風 6.00m

○1954 〃 2 9年8月1 8日 台 風 5.51m

○1957 〃 3 2年7月2 5日 豪雨(梅雨) 6.20m

1965 〃 40年6月30日 〃 ( 〃 ) 5.40m

1969 〃 4 4年6月2 8日 〃 ( 〃 ) 6.73m

1971 〃 4 6年7月2 1日 〃 ( 〃 ) 6.20m

○〃 〃 4 6 年 8 月 3 日 台 風 7.02m

○1972 〃 4 7年6月1 7日 豪雨(梅雨) 6.90m

○〃 〃 4 7 年 7 月 4 日 〃 ( 〃 ) 5.76m

1979 〃 5 4年6月2 8日 〃 ( 〃 ) 6.04m
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九州地方整備局九州地方整備局

九州初の大雨特別警報発令
解析雨量は朝倉市で約1,000mm、日田市で約600mm

7月5日～6日の降水量分布図

福岡県 朝倉市 朝倉 総降水量 586.0mm

観測史上最多を更新 ※括弧内はこれまでの史上最多

・最大1時間降水量 129.5mm（H21.8.15 74.5mm）

・最大24時間降水量 545.5mm（H24.7.14 293.0mm）

大分県 日田市 日田 総降水量 402.5mm

観測史上最多を更新 ※括弧内はこれまでの史上最多

・最大3時間降水量 186.0mm（H24.7.3 157.5mm）

・最大24時間降水量 370.0mm（H24.7.14 309.5mm）

福岡県 田川郡添田町 英彦山
総降水量 314.0mm

佐賀県 杵島郡 白石町
総降水量 354.0mm

福岡県 朝倉市
北小路公民館観測所（県）

最大24時間降水 826.0mm

発生日時 平成２９年７月５日～６日
大雨特別警報 福岡県内16市町村、大分県内15市町村（九州では初）
総降水量 福岡県朝倉市朝倉586.0mm、大分県日田市日田402.5mm
人的被害※ 死者数３７名 行方不明者数４名 重傷者２名 軽傷者1２名
住宅被害※ 全壊２９２棟 半壊１０９５棟 床上浸水３４７棟 床下浸水７４６棟

九州北部豪雨災害 福岡県朝倉市観測史上最多を大幅に更新

※福岡県防災ＨＰ（第１２０報）Ｈ２９．９．２６
※大分県災害対策連絡室Ｈ２９．８．３１ より
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九州地方整備局
九州地方整備局

九州北部豪雨災害 山腹崩壊が多数発生
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九州地方整備局九州地方整備局
赤谷川被災状況九州北部豪雨災害
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九州地方整備局九州地方整備局
九州北部豪雨災害 北川被災状況
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九州地方整備局九州地方整備局
九州北部豪雨災害 奈良ヶ谷川被災状況
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九州地方整備局九州地方整備局
九州北部豪雨災害 日田市被災状況
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九州地方整備局

詳細な評価の対象とする活断層
①:小倉東断層
②:福智山断層帯
③:西山断層帯
④:宇美断層
⑤:警固断層帯
⑥:日向峠－小笠木峠断層帯
⑦:水縄断層帯
⑧:佐賀平野北縁断層帯
⑨:別府－万年山断層帯
⑩:雲仙断層帯
⑪-1:布田川断層帯
⑪-2日奈久断層帯
⑫:緑川断層帯
⑬:人吉盆地南縁断層
⑭:出水断層帯
⑮:甑断層帯
⑯:市来断層帯

簡便な評価の対象とする活断層
⑰:糸島半島沖断層群
⑱:佐賀関断層
⑲:多良岳南西麓断層帯
⑳:福良木断層
㉑:阿蘇外輪南麓断層群
㉒:鶴木場断層帯
㉓:国見岳断層帯
㉔:水俣断層帯
㉕:鹿児島港東縁断層帯
㉖:鹿児島港西縁断層帯
㉗:池田湖西断層帯

2016

2016

2005

活断層（地震調査研究推進本部HPよ

り）

九州地方整備局九州の自然災害特性（地震）
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九州地方整備局九州地方整備局

○ 前 震
発生日時：平成２８年４月14日（木）21時26分

震 源 地 ：熊本県熊本地方（北緯32°44、東経130°48）

震源の深さ：11km

地震の規模：マグニチュード6.5

＜各地の震度＞

震度７ 益城町

震度６弱 玉名市、西原村、宇城市、熊本市

○ 本 震
発生日時：平成２８年４月16日（土）01時25分

震 源 地 ：熊本県熊本地方（北緯32°45、東経130°45）

震源の深さ：12km

地震の規模：マグニチュード7.3

＜各地の震度＞

震度７ 西原村、益城町

震度６強 南阿蘇村、菊池市、宇土市、大津町、嘉島町

宇城市、合志市、熊本市

１）地震の概要（前震・本震：発生日時、震源地、震度分布等） 出典：気象庁発表資料

4月16日01時25分
M7,3 最大震度7

4月14日21時26分
M6.5 最大震度7

平成２８年熊本地震の概要（１）
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九州地方整備局九州地方整備局

 内陸及び沿岸で発生した主な地震の地震回数比較
※本震を含む:マグニチュード3.5以上
気象庁作成 平成28年5月14日08時00分現在

平成28年5月14日08時00分現在
出典：気象庁報道発表資料

震央分布図中の青・緑・茶色の
各線は、地震調査研究推進本部
の長期評価による活断層を示す。

■熊本県から大分県にかけての地震活動状況
・平成28年4月14日の前震以降、熊本県熊本地方、阿蘇地方、大分県中部等にかけての広い範
囲で地震活動が活発化。震度１以上を観測した回数は4,196回（平成28年12月22日時点）。

・過去の内陸及び沿岸で発生した主な地震との地震回数(M3.5以上)を比較すると過去最多。

活動開始からの経過日数

平成２８年熊本地震の概要（２）（地震の発生回数）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（１）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（２）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（３）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（４）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（５）
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九州地方整備局九州地方整備局熊本地震 被災状況（６）

益城町役場庁舎

電源車の横転で電源喪失 （九州電力）

益城町役場内会議室

阿蘇市駐車場 （市対策本部）

西原村役場駐車場 （村対策本部）

東海大学バス 42



３．TEC-FORCEとリエゾン
の概要
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九州地方整備局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとは

H29.7.12

平成29年九州北部豪雨災害平成28年熊本地震＜被災状況調査＞

○平成２０年４月に創設

○大規模な自然災害が発生した場合や、発生するおそれがある場合に派遣され、
被害状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧などに
取り組み、地方公共団体を支援

○創設以来８８の災害に、延べ７万人を超える隊員を派遣 （※平成３０年８月１５日現在）

国土交通省緊急災害対策派遣隊
TEC-FORCE（テック・フォース）

TEC-

FORCE
Technical Emergency Control FORCE

※ 国土交通省水管理・国土保全局作成資料から引用 44



九州地方整備局
リエゾンの派遣 ＜被災自治体等との連絡調整＞

活動内容

被災自治体と整備局の連絡窓口として
整備局職員を直接自治体へ派遣

◆自治体からの情報収集
◆被害情報及び応援に係る情報提供
◆災害対策支援に係る調整

・平成２２年１０月～ 鹿児島県奄美地方豪雨災害
・平成２３年１月～ 霧島山（新燃岳）火山噴火，鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
・平成２３年３月～ 東日本大震災
・平成２４年７月～ 九州北部豪雨災害等
・平成２７年５月～ 口永良部島噴火
・平成２８年 熊本地震、豪雨、台風、阿蘇山噴火、

鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
・平成２９年 九州北部豪雨、台風１８号・２２号
・平成３０年 中津市土砂災害 など

九州地方整備局
（出先事務所等を含む）

支援内容・災害状況等の提供

支援要望・災害状況等の伝達

リエゾン派遣

※リエゾン【liaison】とは、フランス語で
「組織間の連絡、連携」という意味。

災害時等において整備局職員を県・市町村へ派
遣し相互の連絡調整を行う役目を担う。

県庁・市町村役場等

リエゾン

TEC-FORCE・災害対策用
機械等に関する調整

：:自治体等と整備局間の連絡窓口として整備局職員を派遣し、相互の情報共有、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥや災害対策用機械
等の派遣に係る調整、災害復旧等の支援に関する相談受付等を行い、迅速かつ的確な災害対策及び災害支援に資すること。

：自治体の被害状況等の情報を収集し整備局災害対策本部等へ伝達するとともに、整備局が把握している被害情報
等を自治体へ提供 ・整備局が実施し得る支援内容を自治体へ説明し、必要とされる支援ニーズの聞き取り、整備局災害対策本部との調
整窓口

主な活動実績
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九州地方整備局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの隊員数＜全国＞

地方整備局等
９３．６％（９，０４０名）

国土技術政策総合研究所
１．７％（１６９名）

本省０．９％（
８９名）

TEC-FORCE 登録隊員構成

北海道開発局
９３１名

東北地方整備局
１，０７４名

沖縄総合事務局
４５名

関東地方整備局
１，５０３名

北陸地方整備局
６１９名

中部地方整備局
１，３９６名

近畿地方整備局
１，１４６名

四国地方整備局
４９２名

中国地方整備局
８６０名

九州地方整備局

９７４名

地方運輸・航空局
３．８％（３６５名）

○隊員は地方整備局等の職員を中心に９，６６３名が指名されており、災害の規模
に応じて全国から被災地に出動

（※平成３０年４月現在。事前指名している組織のみ集計）

※ 国土交通省水管理・国土保全局作成 46



九州地方整備局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの主な活動内容①

※ 国土交通省水管理・国土保全局資料引用

被災状況調査（ヘリ調査）

災害対策用ヘリコプターにより、上空か
ら広域に被災状況を調査

被災状況調査（現地調査）

現地踏査等により、地方公共団体が管理
する公共土木施設等の被害状況を把握

情報通信確保

衛星通信車やKu-SAT（小型画像伝送装
置 ）等を活用し、被災状況の映像配信や通
信回線の構築

リエゾン（現地情報連絡員）

被災自治体の被害状況や支援ニーズ
を把握し、地方整備局等への報告や、技
術的助言を実施

衛星通信車

衛星小型画像伝送装置
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九州地方整備局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの主な活動内容②

応急対策

ポンプ排水や応急仮閉め切り、土砂・流木
の撤去、迂回路設置等の応急対策を実施

高度技術指導

特異な被災事象等に対する被災状況調
査、高度な技術指導、被災施設等の応急
措置や復旧方針立案等の指導を実施

海洋環境整備船「がんりゅう」

遠隔操作式バックホウ

排水ポンプ車

照明車

※ 国土交通省水管理・国土保全局資料引用
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九州地方整備局九州地方整備局が保有する災害対策用機械・機器等

【宮崎ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １２台
・照明車 ４台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・路面清掃車 ３台
・その他 １０台

【大分ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １２台
・照明車 ２台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・路面清掃車 １台
・その他 ９台

【熊本ブロック】
・排水ポンプ車 ５台
・照明車 １台
・船舶 ２隻
・路面清掃車 １台
・その他 ９台

【九州全体】
・ヘリコプター １機
・対策本部車 ４台
・排水ポンプ車 ６０台
・照明車 ２４台
・衛星通信車 ４台
・情報収集車 ４台
・遠隔操縦式BH ２台
・船舶 ４隻
・路面清掃車 １９台
・その他の機器等 ８１台

平成３０年４月現在

【鹿児島ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １４台
・照明車 １４台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・路面清掃車 ９台
・その他 ２２台

【長崎ブロック】
・排水ポンプ車 ３台
・路面清掃車 １台
・その他 ４台

【本局】
・ヘリコプター １機
・その他 ６台

【福岡ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １０台
・照明車 ３台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・遠隔操縦式ＢＨ ２台
・船舶 ２隻
・路面清掃車 ３台
・その他 ２０台

● 九州防災・
火山技術センター

【佐賀ブロック】
・排水ポンプ車 ４台
・路面清掃車 １台
・その他 ４台

○九州管内の各ブロックに分散配備

災害対策用ヘリ「はるかぜ号」

情報収集車情報収集車

対策本部車
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜全国からＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣＞

【菊陽町】
道路被災等調査

【益城町】
河川・道路被災等調査

【阿蘇市】
道路、河川、砂防被災
等調査

益城町
西原村

大津町

菊池市
阿蘇市

南阿蘇村

【甲佐町】
道路被災等調査

甲佐町

【ヘリ調査】
被災地上空調査

【南阿蘇村】
砂防、道路、
機械支援

橋梁点検

【御船町】
河川・道路・橋梁
被災等調査

【熊本市】

道路、河川、砂防、
建物被災等調査

御船町

熊本市

【熊本県内】
機械操作、建物、撮影、
情報通信等

【災害対策本部】
TEC指令、連絡調整等

【産山村】
砂防被災
等調査

【熊本港】
港湾被災
等調査

【八代市】
河川被災
等調査

【菊池市】
道路（トンネル）、砂防
被災等調査

山鹿市

【嘉島町】
道路、河川等調査

【宇城市】
道路・砂防被災等調査

【山鹿市】
河川被災等調査

【宇土市】
道路、砂防、庁舎応急
対策、建物被災等調査

宇土市

八代市

宇城市

産山村

菊陽町

【山都町】

河川班、砂防
被災等調査

合志市

山都町

【合志市】
道路被災等調査

【西原村】
砂防、道路被災等調査

嘉島町

【大津町】
道路、砂防被災等調査

護岸背面の沈下状況を調査
（港湾調査班）

○ 北海道から沖縄まで、全国からTEC-FORCE等 約４４０名（H28.4.22時点）が集結し、被災地の支援活動を展開。
河川・砂防・道路・橋梁・建物・港湾施設など、様々な分野において、被災状況調査等の技術的支援を実施

■延べ 8,319人・日（4/14～6/19） 50



九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜被災地支援＞

2県21市町村へ

派遣

リエゾン（現地情報連絡員：フランス語で、「組織間の連絡、連携」の意味）は、発災直後から被災した地方公共団体の
災害対策本部に派遣され、被災状況や必要な支援内容等の情報を把握し、地方整備局との連絡・調整を行った。発
災後、平成28年8月31日までに延べ約2,400人を派遣した。
〔政府現地対策本部、陸上自衛隊、熊本県・大分県庁、２１市町村、JR九州など〕

阿蘇市（H28.5.3）

地方整備局職員が地域に寄り添い、県や市町村をサポート

嘉島町（H28.4.19）

益城町（H28.4.21）

51



九州地方整備局平成28年熊本地震 ＜被災地支援＞

リエゾン活動状況

益城町役場内会議室

役場内会議室が
被災して使えない
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九州地方整備局

上空から

被災調査

防災ヘリからリアルタイムで映像配信、
早期対応の判断材料に

福岡空港（H28.4.26）

南阿蘇村(H28.5.17)

「はるかぜ号」機内(H28.5.17)

地震（前震）発生後、国土交通省の防災ヘリ3機（はるかぜ号、愛らん
ど号、ほくりく号）を被災地の上空に派遣した。防災ヘリから送られてくる
リアルタイム映像が、被災状況の全貌を明らかにするとともに、自治体と
情報共有を図ることで、早期対応の判断材料となった。

平成２８年熊本地震 ＜被災調査＞

53



九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜ドローンによる調査＞
○ 平成28年4月17日（日）南阿蘇村で発生した斜面崩壊箇所に九州地整TEC-FORCEのドローン飛行部隊を

派遣し、被災状況を調査。ヘリコプターよりも斜面崩壊箇所に近づき、詳細調査が可能。

阿蘇大橋地区

54



九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜橋梁やトンネル等の被災調査＞

▲ 日置 西原村村長に被災状況を報告

▲ 段差が生じた桑鶴大橋（斜張橋）▲ 陥没した道路（俵山大橋 橋台背面）

▲ コンクリートが崩落した俵山トンネル

○（主）熊本高森線では、橋梁に段差が生じたりトンネル内のコンクリートが崩落したり深刻な被害が発生

TEC-FORCEでは4月18日(月)から被災状況調査に着手し、早期復旧に向けた支援を実施
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜被災建築物応急危険度判定＞

○ 平成28年4月19日（火）宇土市からの支援要請を受け、被災した庁舎について直ちにTEC-FORCEを派遣し、
技術的支援を開始。被災建築物応急危険度判定活動の加速化のため、TEC-FORCEを派遣

イメージ
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜災害対策用機械・機器等の派遣＞

○ 平成28年4月15日（金）停電のなか、益城町役場の避難所に明かりを灯す照明車１８台を派遣
迅速な災害復旧に向け、現地に対策本部車や情報収集車を配備し、各種支援活動を開始
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜役場等への映像配信＞

○ 平成28年4月17日（日）防災ヘリ｢はるかぜ号｣による被災状況調査の映像をリアルタイムに提供できるよ
う、Ku-SAT（衛星小型画像伝送装置）、モニターを南阿蘇村役場に設置するなど、情報通信体制を構築
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜道路啓開＞

「命の道」を
すばやく確保

１週間で復旧完了
（国道４４３号益城町寺迫地区）

H28.4.20

早期復旧に向け、本震発生翌日の17日に東海大学阿蘇キャンパスへの物資支援ルート、18
日にミルクロード(県道北外輪山大津線)、20日に益城町寺迫地区の国道443号、22日にはグ
リーンロード(町道高野原線)の道路啓開を行った。被災から概ね一週間以内に、人命救助、救
援物資輸送に不可欠な道路を復旧させた。

人命救助、救援物資の輸送に不可欠な道路を早期に復旧

土砂崩落により全面通行止
（ミルクロード）

H28.4.16

6日後に復旧完了
（ミルクロード）

H28.4.22
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九州地方整備局平成２８年熊本地震 ＜海上からの緊急救援＞

【西原村】

【阿蘇市】

【九州地方整備局】
海翔丸：入浴(4/26～28)

別府港

大分港

熊本港

【中国地方整備局】
おんど2000(4/18到着)
りゅうせい(4/18到着) 

福岡県

佐賀県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

【中部地方整備局】
清龍丸(4/20到着)

博多港

【由布市】

【南阿蘇村】

【四国地方整備局】
いしづち(4/18到着) 
くるしま(4/18到着)

【近畿地方整備局】
はやたま(4/18到着)

海煌からの飲料水提供

【御船町】

【菊陽町】

【嘉島町】

◎

◎◎

◎

○ 一刻も早く支援物資を届けるため、九州各地の港を活用し、他地整(北陸・中部・近畿・中国・四国)所有船で
別府港、大分港、博多港に支援物資を輸送。ﾘｴｿﾞﾝからの情報を基に港から直接被災地に提供。

○ 熊本港では、整備局所有の海洋環境整備船２隻により、地域の方々に飲料水を提供(給水支援)。
○ 三角港では、整備局所有の大型浚渫兼油回収船２隻により、地域の方々に船内浴室を無料開放(入浴支援)

【北陸地方整備局】
白山(4/21到着)

【高森町】

▼ 清龍丸による支援物資輸送

浴室の様子

▼ 海翔丸による入浴支援

海翔丸に乗船する地域の方々 ◎
三角港

【中部地方整備局】
清龍丸：入浴(4/23～25)

支援物資の荷下ろし

▼ 海煌による給水支援

被災地
へ搬入

【九州地方整備局】
海輝・海煌：給水
(4/16～5/2)
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九州地方整備局平成29年7月九州北部豪雨 ＜TEC-FORCE・リエゾンの活動＞

〇 全国の地⽅整備局TEC-FORCEが九州に結集し、被災地の支援活動を展開し、
河川・道路・ドローン部隊など、様々な分野で被災状況調査や被災自治体への技術的支援を実施。

久留米市

朝倉市

うきは市

添田町

日田市

東峰村

▲ 全国からTEC-FORCEが集結

▲ 河川堤防の被災調査

▲ 砂防の被災調査

▲ 道路の被災調査

▲ 道路の啓開作業

▲ TEC-FORCEによるドローン調査

▲ 海上の流木を除去▲ 防災ヘリからの被災調査

【朝倉市】
道路・河川・砂防被災状況
調査、広報、現地支援
衛星通信車・照明車

【大分県(日田市)】
照明車【災害対策本部】

TEC指令
総合調整

【ヘリ調査】
上空調査【九州技術事務所】

応急対策
ポンプ車・照明車

中津市

【日田市】
道路・河川・砂防被災状況調
査、情報通信、現地支援

対策本部車

【東峰村】
道路啓開、道路・河川・砂防被

災状況調査、現地支援
衛星通信車・照明車

対策本部車

北九州市

福岡市

衛星通信車対策本部車

照明車

佐賀市

・被災地域へ派遣したTEC-FORCE 延べ 3, 441人・日（7/5～8/16）

（日最大派遣人数 237人（7/15））

・被災自治体へ派遣したリエゾン 延べ492人・日（ 7/5～8/16 ）

福岡県庁
政府現地連絡調整室

大分県庁

【添田町】
道路・河川被災状況調査

【うきは市】
道路・河川被災

状況調査

＊赤字はリエゾン派遣箇所

筑前町

【筑前町】
河川被災状況調査

（最大10箇所20名）
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九州地方整備局九州地方整備局

〇 直轄ドローン部隊、協定業者（１２社）による民間ドローン部隊により、朝倉市・東峰村・日田市に
おける道路・河川の被災状況上空調査を実施。

▲ TEC-FORCE（直轄部隊）によるドローン調査

◆直轄ドローン調査
・大分県日田市小野地区の大規模斜面崩壊現場等の状況調査

を緊急的に実施。（7/7～8）

・福岡県と合同で大量の流木が発生した赤谷川、奈良ヶ谷川等

の流木堆積情報調査を実施。(7/13)

◆民間ドローン（協定業者１２社）調査
・朝倉市、東峰村、日田市におけるTEC-FORCE隊に帯同し、TE

C隊長指示による被災箇所状況調査を実施。（7/8～20)

・市、消防、警察等の各機関に画像を翌日には提供（一部オルソ

化処理画像を提供。）

久留米市

朝倉市

うきは市

添田町

日田市

東峰村
中津市

【日田市】
○直営：1班・日（7/7）
○協定業者：2社

9班・日（7/8～11）

【東峰村】

○直営：なし
○協定業者：4社

27班・日（7/8～20）

北九州市

福岡市

佐賀市

【朝倉市】
○直営：2班・日（7/8,13）
○協定業者：4社

24班・日（7/8～19）

▲ TEC-FORCEと協定業者によるドローン調査 ▲ TEC-FORCEと協定業者による事前打合せ

直轄 民間 民間

【筑後川流域】（朝倉・日田）

○直営：なし
○協定業者：2社

16班・日（7/8～19）

九州北部豪雨 ＴＥＣ活動事例（ドローン）
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九州地方整備局平成29年7月九州北部豪雨 ＜国道211号の被災状況＞

○被災状況・・・
道路は深く陥没し、土砂は流れいつ崩壊してもおかしくない危険な状況が続いていた

▼陥没した道路 復旧には危険を伴う▲
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九州地方整備局平成29年7月九州北部豪雨 ＜道路啓開＞

孤立解消に全力

昼夜を問わず啓開作業を実施

九州北部豪雨による土砂災害で、道路が寸断され孤立状態となっていた福岡県朝倉市の黒川地区に繋が
る国道211号の通行確保に向け、昼夜を問わず福岡県に代わって道路啓開を実施。豪雨災害で災害対策基
本法を全国で初めて適用し、車両を撤去するなど7月14日に緊急車両の通行を再開することが出来た。

豪雨による被災車両撤去に災害対策基本法を初適用

豪雨による被災車両の撤去状況（福岡県東峰村）

応急復旧完了（国道211号、福岡県東峰村）
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九州地方整備局平成29年7月九州北部豪雨 ＜道路啓開＞

〇 H29.7.６（木）～ 国道211号の要啓開区間２１ｋｍにおいて、TEC-FOPRCEが啓開作業を進め、
7/14（金）13:00から緊急車両の全線通行を確保しました。（7/23に一般車も含めて通行確保）
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九州地方整備局平成29年7月九州北部豪雨 ＜全国の清掃車等が被災地支援＞

〇 H29.7.17（月）東峰村からの要請を受け、国土交通省が保有する路面清掃車、散水車を派遣し、
道路に堆積した土砂を取り除き、良好な視界と安全な道路通行を確保しています。
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九州地方整備局災害時の積極的な情報発信

○ 九州地⽅整備局では、ホームページやSNS（Facebook,LINE@,YouTube）を積極的に活用し
て、被災情報や復旧に向けた活動情報を発信をしています。
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九州地方整備局「通れるマップ」による情報発信（平成29年7月九州北部豪雨）

日田市

東峰村

日
田
Ｉ
Ｃ

朝倉市役所

東峰村役場
（宝珠山庁舎）

甘
木
Ｉ
Ｃ

朝倉市

東峰村役場
（小石原庁舎）

杷
木
Ｉ
Ｃ

至

大
分
市

小石原川ダム
建設工事によ
る通行止め

朝
倉
Ｉ
Ｃ

通行可能区間：
通行可能区間：
（緊急車両のみ）

通行不能区間：
注）対象道路は、高速道路、国道及び県道のみとし、確認出来ているもののみ表記。

土砂崩落等被災箇所：
【お願い】

被災地周辺は緊急車両・工事車両が多く往来しておりますので
一般の通行は控えてください。

2017年7月14日（金） 21:00時点

今後、降雨等により通行不能となる可能性があります。
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九州地方整備局平成30年7月豪雨＜大型土のう袋詰機による支援＞

○ H30.7.13（金）中国地整からの要請を受け、九州地整保有の大型土のう袋詰機を中国地⽅に派遣。
大型土のう製作の効率化を図ることで、被災地の緊急復旧工事の支援を行っています。
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九州地方整備局

４．地域を守る建設業
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九州地方整備局九州地方整備局

○ 熊本地震により、地盤沈下や亀裂が発生した緑川の堤防において、梅雨の前に応急復旧工事を完了させるた

め、地元建設会社の協力のもと、発災の翌日から２４時間体制で緊急復旧工事を実施し、５月９日に完成

災害時協定に基づく関係団体の活動（地元建設業者等）
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九州地方整備局地元建設業の活躍 ＜平成29年7月九州北部豪雨＞

地域の建設業者が

災害発生直後から被害の拡大を防ぐため、重機による土のう設置や流木撤去など過酷な災害現場の中で
昼夜を問わず復旧作業に取り組んだ。建設業者は、地域の守り手としての重要な役割を担っている。

地域の建設業者が昼夜を問わず復旧作業に取り組む

被災した河川の緊急復旧作業

故郷を守る
荷原川の流木撤去作業

被災した国道211号の応急復旧作業
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九州地方整備局地元建設業の活躍 ＜平成30年中津市土砂災害＞
○ ４月１１日（水）～ 地元の建設業者はいち早く被災現場に作業用資機材を搬入し、現場の捜索活動

支援のための土砂撤去等を実施。＜4月23日迄に12社、延べ278名、重機延べ94台等が支援＞
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九州地方整備局

５．防災体制の問題点
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九州地方整備局

災害時には膨大な業務を迅速に処理する必要があります
被災市町村では少人数の職員が、災害査定など普段は経験しないが迅速な

対応が求められる膨大な業務を実施する必要があります

災害復旧の経験が少ない市町村が約４割です
約４割の市町村では、過去１０年間での災害復旧事業を実施
した経験が１回以下となっています

市町村では職員数が年々減少しています
特に災害復旧を担う技術系職員数は大きく減少しています

北海道・東北豪雨では･･･

【岩手県岩泉町の例】

374箇所・約85億円にのぼる

復旧事業をわずか６名の職員で対応

○他の自治体から支援を受ける

○民間事業者に発注者支援業務、

CM方式によるマネジメント業務を委託

技術系職員は年々減少

➀ 市町村における災害対応の現状

過去10年間で災害復旧の経験がない
市町村（２３％）

過去10年間で災害復旧を経験した年が
1年のみの市町村（１６％）

対象としている市町村：1,718団体
（平成26年4月時点の市町村数）

「町」の約6割「村」の9割でも5人未満です

熊本地震では･･･

【熊本県御船町の例】

392箇所・約32億円にのぼる

復旧事業をわずか７名の職員で対応

○他の自治体から支援を受ける

町村の技術系職員が不足

市町村は大規模災害時に非常に厳しい状況に置かれています

「村」の約半分では技術系職員がすでに０人です

被災した市町村長等から頂いたご意見
 早期の復旧に向けて災害復旧事業全体のスケジュールをしっかりマネジメントすることが必要

 土木職員や災害経験者が不足しており、災害復旧工事に労力を要している。

 インフラの多くが被災してしまい、町単独では対応できない。

被災地における報道
 「技術職不足 なお深刻（派遣充足率57%）」(熊本日日新聞 H29年4月14日 2面) 平成28年11月29日(火)「防災対策に関する市町村長との意見交換会」
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九州地方整備局

市町村支援のこれまでの主な取組み

被災直後の初動対応での支援を行っています

○防災ヘリ等による被災直後の被害状況の把握

○被災直後からTEC-FORCEを派遣し、道路啓開・

浸水排除等により救命・救助活動を支援

○TEC-FORCEは市町村所管の公共土木施設

（道路、河川など）の被災状況調査を実施し、

報告書を提出 → 被災市町村が被害額を報告

→ 激甚災害指定を迅速化

①

災害復旧段階での支援を行っています

○災害査定官による適切な復旧方針の指導･助言

○災害査定に要する手続きの簡素化を行い、

市町村の災害査定準備の負担を軽減

○市町村の災害復旧事業の申請に係る測量・

設計等の補助を拡充し財政的な負担を軽減

②

ﾌｪｰｽﾞ 被害の把握 復旧方針の検討 災害復旧工事

（
閣
議
決
定
）

激
甚
災
害
指
定

復
旧
予
算
決
定

災
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支
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公
共
土
木
施
設

被
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状
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報
告
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実
施

・
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に
よ
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期
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国
交
省
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閣
府

↑
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手
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支
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以
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常
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ヶ
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以
内

テ
ッ
ク
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ォ
ー
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に
よ
る
支
援

被
災
地
域
の復

旧

財
務
省

査定設計書の作成公
共
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施
設
の

被
害
報
告

災
害
査
定
申
請

成
功
認
定

災
害
復
旧
完
了

被
害
報
告

災
害
査
定
申
請

成
功
認
定

・
災
害
査
定
官
に
よ
る指

導

自
治
体
所
管
公
共
土
木

施
設
の
被
災
状
況
調
査

地
震
の
場
合

災
害
発
生

・
土
砂
災
害
危
険
箇
所

の
緊
急
点
検

・
緊
急
輸
送
ル
ー
ト

の
道
路
啓
開

・
排
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る

浸
水
緊
急
排
水

・
防
災
ヘ
リ
に
よ
る

被
害
概
況
調
査

・
リ
エ
ゾ
ン
派
遣

①

②

災害発生から被災地域の復旧までの流れ

② これまでの取組

TEC-FORCEによる被災直後の初動対応、災害査定官などによる災害復旧段階での支援を行っています
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九州地方整備局

● 懇談会の目的

 平成28年４月の熊本地震等の大規模な災害時において、市町村における災害復旧事業等の

災害対応の困難さが浮き彫りとなった。

 公共土木施設に関し、市町村が災害発生から復旧までの災害対応を迅速かつ的確に行うこと
ができるよう、市町村に対する支援方策のあり方について検討。

③ 防災に関する市町村支援方策に関する有識者懇談会

第１回： ７月２１日(木)

第２回：１０月 ７日(金) 「被災自治体（１県３市町）ヒアリング」

第３回：１２月１５日(木)

第４回： ２月１６日(木) 「防災に関する市町村支援のあり方に

ついて」提言（案）
⇒ ３月１７日（金）

・「防災に関する市町村支援方策のあり方について」提言を

座長から手交いただいた

● 懇談会委員名簿

岩田 孝仁 静岡大学防災総合センター 教授

岩松 俊男 (一社)全国測量設計業協会連合会 副会長

大原 美保 国立研究開発法人土木研究所水災害・

リスクマネジメント国際センター 主任研究員

加藤 孝明 東京大学生産技術研究所 准教授

高野 登 (一社)建設コンサルタンツ協会 技術部会長

◎ 田中 淳 東京大学大学院情報学環

総合防災情報研究センター長・教授

二宮 徹 日本放送協会盛岡放送局放送部 副部長

藤芳 素生 (公社)全国防災協会 理事

堀田 昌英 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

◎：座長 （50 音順敬称略）

第４回開催の様子

早期の災害復旧に向けた市町村への支援方策について懇談会を設置して検討

● 懇談会スケジュール
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九州地方整備局

災害時に市町村への支援を行っている都道府県等
に対して、国が実施する研修・訓練への参加や訓
練等に必要な資機材の貸与等の技術的な
支援を強化します。
これにより、大規模災害時における市町村の
災害対応への都道府県等からの支援が必要です。

災害復旧事業支援業務

都道府県等による市町村支援の強化

（民間の力を活用できる仕組みが必要です）

（国土交通省からの支援の強化が必要です）
（都道府県等による活動への支援の強化が必要です）

大規模災害時にTEC-FORCEの被
災状況調査を受けて、市町村が
一連の災害対応を迅速で的確に
実施できるよう、市町村が実施
する一連の災害復旧事業につい
て民間事業者等がパッケージで
支援できる仕組みの整備が必要
です。

市町村への支援方策に関して取るべき対策の主な内容

＜市町村が実施する一連の災害復旧事業＞

市町村の技術者養成への支援 （市町村の災害対応力の強化が必要です）

国民の生命・財産を災害から保護する責務を負う市町村においては、災害時において迅速かつ確実に災害対応を実施して
いくために、市町村職員の災害対応力を高めていくことが必要です。
そのために必要な研修・訓練や技術マニュアル・講習会等による支援が必要です。

TEC-FORCEの充実強化

UAV（ドローン）による調査

今後も想定される大規模災害に対応
し、TEC-FORCEの災害対応の一層の
迅速化・効率化を図るため、新機材
の整備、操作及び運用訓練や人材
育成の強化等によりTEC-FORCEの
充実・強化が必要です。

④ 提言「防災に関する市町村支援方策のあり方について」
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九州地方整備局

市町村

災害復旧支援業務
○ 災害復旧方針の策定支援
○ 測量・調査・設計業務の監理、

工事の発注・監督・検査の
支援等を実施

-地域づくり協会
-県建設技術センター
-建コン協
-全測連
-全地連 等

地質調査、測量業務

設計業務

協
定
締
結

【取扱注意】災害復旧事業に係る支援業務の全体フレーム（案）

⑤ 災害復旧支援業務のイメージ

（一定地域単位において、各々の
団体・企業間で協定を予め締結し、

復旧支援業務を担う）

指示
成果物
納入

指示 支援

既存の業務新規の業務
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九州地方整備局

隊長

地域
づく
り協
会

防災
協会

災害復旧支援の事例

80



九州地方整備局

地域づくり協会

防災協会

朝倉市係長

コンサルタント 朝倉市災害申請打合せ（８月８日）

（朝倉市４Ｆ会議室）

災害復旧支援の事例
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九州地方整備局

朝倉市災害申請打合せ（８月２５日）

地域づくり協会防災協会

コンサルタント

朝倉市・福岡県

（朝倉市杷木支所２Ｆ会議室）

災害復旧支援の事例
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九州地方整備局

５．九州地⽅整備局
防災体制の充実・強化
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九州地方整備局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ総理大臣表彰
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九州地方整備局

85
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九州地方整備局防災課 組織強化

企画部

どの部にも属さない
局長直結の組織
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九州地方整備局

６.防災・減災への備え
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九州地方整備局大規模地震への備え ＜南海トラフ巨大地震対策計画＞

被災甚大
エリア

支援可能
エリア

宮崎港

細島港

大分港

大分市

別府市

延岡市

宮崎市

日向市

孤立集落多発
エリア

津久見市
佐伯市

熊本エリア

佐賀・長崎
エリア

北九州エリア

福岡エリア

鹿児島
エリア

臼杵市

孤立集落多発
エリア

九州ブロック地域対策計画

（平成26年4月1日公表）

● 巨大津波が到達する20分程度で

迅速な避難が出来る施策を推進し

人命を守る。

● 九州経済・人材・資機材の5割

が集中する福岡・北九州・熊本都

市圏から、地裁地へ迅速な支援活

動を実施する。

【 対策計画のコンセプト 】

国土交通省南海トラフ巨大地震対策九州ブロック地域対策計画 88



九州地方整備局南海トラフ巨大地震におけるTEC-FORCE活動計画＜九州＞

九州地方整備局災害対策本部
ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ総合司令部

鹿児島

宮崎県庁

「進出拠点」
道の駅「ゆふいん」

「進出拠点」
道の駅「おおの」

福岡

大分
県央

「進出拠点」
道の駅「都城」

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 班数

現地支援班 １

災害記録（広報）班 １

被災状況調査班 ５

情報通信班 ２

応急対策班
（ポンプ）

１

災害対策用車両 台数

災対本部車
待機支援車

１
１

排水ポンプ車 ５

照明車 ３

Ｋｕ－ＳＡＴ ２

災害対策用車両 台数

災対本部車
待機支援車

１
１

排水ポンプ車 ５

照明車 ３

衛星通信車
Ｋｕ－ＳＡＴ

１
１

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 班数

現地支援班 １

災害記録（広報）班 １

被災状況調査班 ７

情報通信班 ２

応急対策班
（ポンプ）

１

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 班数

現地支援班 １

災害記録（広報）班 １

被災状況調査班 ７

情報通信班 ２

応急対策班
（ポンプ）

１

災害対策用車両 台数

災対本部車
待機支援車

１
１

排水ポンプ車 ５

照明車 ３

衛星通信車
Ｋｕ－ＳＡＴ

１
１

南海トラフ巨大地震におけるTEC-FORCE活動計画＜九州＞

北九州・福岡・佐賀・長崎エリアから派遣

（TEC-FORCE10班38人、災対車12台）

福岡・熊本エリアから派遣

（TEC-FORCE12班45人、災対車12台）

福岡・熊本・鹿児島エリアから派遣

（TEC-FORCE12班48人、災対車12台）

災害対策用ヘリ自動出動・調査
（TEC-FORCE2班6人）道路系事務所から被災地へ道路啓開調査

班を派遣（TEC-FORCE18班72人）

被災地近隣事務所から被災自治体へ

自動出動（リエゾン38班78人）

業務艇による航路啓開

（TEC-FORCE1班3人）

イメージ

●迅速な支援活動を実施するため、リエゾン、ヘリ調査、第一次派遣のTEC-FORCE
について、災害初動期の派遣手順を定めた計画である。

大分県庁

▲ 被災地へ向け進出する災害対策車両

イメージ写真（実働訓練）

▲ TEC-FORCEが集結（平成28年熊本地震）
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九州地方整備局大規模地震への備え＜南海トラフ巨大地震・対応力強化＞

耐震強化・老朽化対策 広域連携体制の強化

▲ TEC-FORCEの推進▲ 耐震強化
（港湾・空港施設）

▲ 耐震補強（橋梁） ▲ 防災訓練の強化

被害軽減、救助／避難支援の対策

整備後整備前

▲ 命を守る緊急避難路（階段）の整備▲ 「道の駅」の防災機能強化 90



九州地方整備局「道の駅」の防災機能強化 ＜平成28年熊本地震＞

被災地を支援する

「道の駅」

「道の駅」は、災害発生直後から避難者を受け入れ、水・飲料、被災住宅の応急処理用のブ
ルーシート等を無料配給し、炊き出しで被災者を支援。さらに、自衛隊の活動拠点となったほか
、緊急車両へ通行可能な道路情報を提供するなど、防災拠点としての機能を発揮した。

道の駅「小国」(H28.4.16)

出典）九州沖縄「道の駅」連絡会事務局

避難者を受け入れ、防災拠点として被災地を支援

道の駅「竜北」(H28.4.20)

道の駅「大津」(H28.4.20)

ブルーシート配布状況

出典）九州沖縄「道の駅」連絡会事務局
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九州地方整備局新技術の普及＜無人化施工操作訓練及びICT建機の展示・体験講習＞

【開催時期及び開催場所】
①平成３０年１０月１６日～１９日（九州技術事務所） ← H27年度から開催
②平成３０年１１月１３日～１５日（桜島・黒神川） ← H29より南九州ブロックで開催

【開催内容】
 遠隔操縦式バックホウを用いて、直接目視操作 及び直接目視＋モニター操作
による遠隔操縦の操作訓練

 ICT建機及び測量計器の説明 及び実機体験
 働き方改革実践講習（三次元データ活用、工事書類の簡素化等）

【参加者】
地元建設業や災害協定企業、自治体職員、整備局職員など

【取材状況】
九技会場：RKB、毎日新聞社、建設新聞社、西日本建設新聞社、日刊建設工業新聞社
桜島会場：NHK、MBC、KKB、KTS、KYT、鹿児島建設新聞

【参加人数（速報値）】
九技会場：432名
桜島会場：191名
計 ：623名
（H29：362名）

桜島会場：訓練状況

働き方改革実践コース会場

ICT関連機器説明会場

無人化施工訓練
ICT建機実機体験会場

九州技術会場：訓練状況

把持装置目視操作

ICT関連機器説明会場（手前側ブース）取材j状況
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九州地方整備局防災情報を知る ～分かり易い防災情報の発信に向けた取組～

地デジ（データ放送）による河川情報の提供

地デジのデータ放送でお近くの雨量や川の水位の状況を
見ることができます。

通常画面

スマートフォン版ＱＲコード

◆Ｈ２８年４月より運用開始

登録された雨量・水位観測所が基準値を超えた場合、メ
ールでお知らせします

レーダ雨量計について、観測間隔がより短く、細かいメッシュで観
測できるように精度向上させ、配信を開始。

【既存レーダのイメージ画像】 【更新後のイメージ画像】

「川の防災情報」がスマホで閲覧出来ます

河川情報アラームメール レーダ雨量の精度向上
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九州地方整備局

携帯電話事業者

（NTTﾄﾞｺﾓ、KDDI・沖縄ｾﾙﾗｰ、

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（ﾜｲﾓﾊﾞｲﾙ含む））

緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信

河川管理者（国）
・気象庁

洪水予報作成・発表
（地方整備局）

関係市町村、報道機関等

一般住民

メール・
FAX等

緊急速報メール洪水情報

追加!! 追加!!

テレビ・ラジオ
インターネット等

～平成３０年５月１日から、２０水系８７市町村へ洪水情報を配信開始～

洪水情報のプッシュ型配信イメージ

従来 従来

※今回のメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」の
サービスを活用して洪水情報を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、洪水時に住民の主体的な
避難を促進する取組みとして国土交通省が実施するものです。

国土交通省では、洪水時に住民の主体的な避難を促進するため、平成２８年９月か
ら、緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信※に取り組んでいます。
九州地方整備局では、平成２９年５月１日より一部の水系において配信を開始して

おりましたが、平成３０年５月１日より国管理河川全２０水系８７市町村での配信を
開始しています。
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H29.7 九州北部豪雨（福岡県朝倉市）

ご静聴ありがとうございました
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